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小学校における英語教育充実のための課題と大学の役割
―統計データによる都道府県格差の検討―
福原　史子※
The Tasks of Universities for Improving English Education in Elementary Schools: 
Prefectural Gap Issues Indicated by the Statistical Data
Fumiko Fukuhara
　The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology （MEXT） presented 
the basic directions for review of the curriculum guidelines in August 2015. According 
to them, class hours for the compulsory subject of English will increase to two hours in a 
week for fifth and sixth grade in 2020. Also, foreign language activities for third and fourth 
grade will start in the same year. In this situation, teacher training should be focused on 
as one of the significant issues. The purposes of this study are to calculate the necessary 
years for spreading trained teachers to each school by using government statistics, and to 
figure out the tasks of universities for improving English education in elementary schools. 
The results show there is a major gap between prefectural governments. For example, 
it takes 2.56 years to meet minimum requirements of teachers in Osaka against 14.16 
years in Ehime. These numbers of years have strong correlation with the populations of 
each prefecture. Therefore, the university has important roles to clarify the intraregional 
problems on both teacher training and English education, and to work toward a solution in 
cooperation with boards of education and elementary school teachers in a community.
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1．研究の背景
　グローバル化に対応した教育環境づくり
を初等中等教育段階から進めるため、文部
科学省（以下文科省と略す）は 2013 年 12
月に「グローバル化に対応した英語教育改
革実施計画」（以下英語教育改革実施計画
と略す）を公示した 1）。小学校における英
語教育の拡充強化、中・高等学校における
英語教育の高度化等、小・中・高等学校を
通じた英語教育全体の抜本的充実を図る、
英語教育ヴィジョンを示したものである。
2020 年の東京オリンピック・パラリンピッ
クを見据えて、体制整備を含めた改革が、
この実施計画に基づいて逐次行われている
ところである。それにともない、指導内容
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指導を行う教員を活用することにより、専
門性を一層重視した指導体制を構築するこ
とが必要であると述べられている。さらに、
具体的な指導内容や指導方法、指導体制等
については、英語教育の特性とともに、小
学校全体の現状や学校関係者の意見を踏ま
えつつ、教育課程及び教員養成等の観点か
らさらに専門的検討を行う必要があると述
べられている 5）。
（2）　指導者・指導体制に関する先行研究
　英語教育の指導体制について、文科省
（2014）の「平成 25 年度公立小・中学校に
おける教育課程の編成・実施状況調査の
結果について」6）によると、外国語活動の
教科担任制による指導は、5 年生で 5.8%、
6 年生で 6.2% に留まっている。9 割以上
の学校において、外国語活動を学級担任
が指導していることになる。同じく文科
省（2015）の「平成 26 年度公立小学校にお
ける英語教育実施状況調査の結果につい
て」7）によると、小学校教員の英語教育免
許状（中学校・高等学校の普通免許状、特
別免許状を含む）を所有している小学校教
員は 5.3％である。これらのデータからは、
文科省が示す専科指導を行う教員による専
門性を重視した指導体制の構築には相当な
期間が必要であることがわかる。
　「外国語活動の現状・成果・課題（資料
3－2）」8）においては、小学校教員が感じる
外国語活動の課題として、教員の指導力（十
分でない 6.6%、どちらかといえば十分で
ない 50.9%）や外国語活動に関する教員研
修（十分でない 17.4%、どちらかといえば
十分でない 53.2%）があげられている。以
上のことから、多くの小学校において、指
導力に不安を抱えながらも学級担任が外国
語活動を指導していることが窺える。
や指導時間、指導体制、学校間や地域内の
連携等、多くの課題が浮上し、議論がなさ
れている。
（1）　小学校英語教育の教科化と早期化
　すでに 2011 年度より小学校における外
国語活動が、5、6 年生で年間 35 時間（週
1 コマ）、領域として必修化されているが、
2015 年 8 月に示された新学習指導要領改
定骨格案では、5、6 年生で教科として年
間 70 時間（週 2 コマ）程度、3、4 年生で
外国語活動として年間 35 時間（週 1 コマ）
程度を実施する方針が示された 2）。現行学
習指導要領では体験的に「聞く」ことや
「話す」ことを通して、音声や表現に慣れ
親しむことを目標としている 3）。これに対
して、新学習指導要領では「読む」「書く」
を加えた 4 技能への積極的な態度の育成を
含めたコミュニケーション能力の基礎を養
うこととなる。中学年からは、英語への動
機付けを高めるため、「聞く」「話す」を中
心とした外国語活動を通じて、言語や文化
についての体験的理解や、音声等への慣れ
親しみ等を発達段階に適した形で養うとと
もに、指導内容・方法や活動の設定、教材
の工夫、他教科等で児童が学習したことを
活用する等の工夫により、指導の効果を高
めることが期待されている 4）。
　現在、英語の教科化や外国語活動の中学
年での導入に対応するための指導時間の確
保や教員の養成・研修、学校における指導
体制等が、検討課題としてあげられてい
る。教育課程企画特別部会論点整理（2015、
以下論点整理と略す）では、小学校の外
国語教育おいて、学級担任が中心的役割
を果たすこととなるが、ALT（Assistant 
Language Teacher 外国語指導助手）との
ティーム・ティーチングも一層活用しなが
ら指導を充実しつつ、英語の指導力に関す
る専門性を高めて指導するとともに、専科
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当たる教員のことである。岐阜県高山市の
例では、中学校英語免許を持つ教員が学級
担任をしながら5、6年生の3学級を担当し、
理科、社会、音楽等は他の教員が持ち合い
で調整しながら担当しているとのことであ
る10）。全ての小学校教員が英語を指導でき
るようになることが望ましいが、この例の
ように「専科指導を行う教員」を中心に指
導体制づくりを進めれば、比較的早期に体
制を整えることができるのではないかと考
える。
　そこで本研究では、英語を専科指導でき
る教員の数に焦点を当て、学術研究のため
の活用促進が期待されている政府の統計
データを利用した量的研究をする。研究の
前提として、全国の大学の小学校教員養成
課程の学生が、全員、小学校英語指導法を
30 時間（15 コマ）以上履修することとする。
この前提の上で、大学で小学校英語指導法
を履修した教員が、学級担任をしながら高
学年の英語科と中学年の外国語活動の専科
指導ができる教員として、全ての小学校現
場へ必要な人数が行き渡るまで、どのくら
いの期間が必要かを試算し、指導者の養成
及び研修に関する課題と大学の役割を明ら
かにしていきたい。
　尚、本論文においては、大学における小
学校教員養成のための教職課程を「小学校
教員養成課程」と統一して表し、各大学に
おいて様々な科目名が付けられている小学
校における外国語（英語）活動または英語
科の指導法に関する科目（本学では「外国
語活動教育法」）を、「小学校英語指導法」
に統一して用いることとする。
　研究課題は次の三つである。
1）　 大学で小学校英語指導法を学んだ教員
が、各小学校へ最低限必要な人数行き
渡るまで、どのくらいの期間が必要か。
2）　 1）の期間について、各都道府県によ
り差異が生じるか。生じるとすれば、
（3）　大学の教員養成（教職）課程における外
国語活動の指導法科目に関する先行研究
　大学における外国語活動の指導法に関す
る講義の実態に関しては、内野（2015）に
よる調査がある。小学校教員養成課程の設
置されている全国の国公立大学及び東京都
の私立大学 89 校の調査から、9 割弱の大
学で一つ以上の講義が開講されている。シ
ラバスの分析から、「模擬授業」「指導法」
「教材」「英語力向上」の順に扱われている
内容が多いとの結果がでているが、「国際
理解」に関する内容や、「諸外国」「小中連
携」をどう扱うかは、大学や担当教員の問
題意識の高さによると考察している。しか
も、英語専攻の学生に関しては本授業が必
修となっている大学が多いが、小学校教員
養成課程の全ての学生に対して必修として
いる大学は皆無で、英語専攻のない大学の
中には、外国語活動の指導法に関する科目
が開講されていない大学が 11 校あるとの
調査結果を示している 9）。つまり、小学校
で英語を指導できる教員養成のための全国
的に統一したガイドラインはないのが現状
であり、科目や内容、必修科目かどうかに
ついては、各大学や担当者に任されている
ことがわかる。
2．研究の目的
　研究の背景において述べてきたように、
小学校高学年における英語科の創設、中学
年における外国語活動の導入を前に、教員
養成と現職教員研修との両面から指導体制
の充実を図ることが急務であることは明ら
かである。
　英語教育の指導者について、文科省は論
点整理（2015）の中で、小学校外国語にお
ける指導者（イメージ）として、学級担任
を持ちながら英語の授業を実施する「専科
指導を行う教員」に言及している。他の教
科と持ち合いで時間を確保・調整し指導に
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ら 12 学級、13 から 18 学級等）の小学校
数を求め、各都道府県別に概算した（巻末
資料 2）。
　最後に、これらの必要教員が全て大学で
小学校英語指導法の講義を受講している教
員であるためには最短で何年かかるのか
を、毎年の新採用教員数から算出した。そ
の年数に各都道府県でどの程度の差があ
るのかを比較した（巻末資料 2）。ただし、
全国20852校中、公立小学校20558校のデー
タを用い、国立 72 校及び私立 222 校は除
いた。こうして求めた年数（巻末資料 3）が、
各都道府県の人口、及び新採用教員率と関
連しているかどうかについてピアソンの相
関分析により統計学的に分析した。
4．結　　果
（1）　新採用教員率
　表 1 に示す通り、最高の大阪府 4.90% か
ら、最低の愛媛県 0.96% まで、都道府県間
で大きな差異が認められた。新採用教員率
が高いということは、大学での小学校英語
指導法に関する新しい学びが、現場に到達
しやすいこと示している。岡山県は 3.74%
で、全国で 14 番目に高い値であった（巻
末資料 1・3）。
　新採用教員率に影響を与え得る因子と
して、各都道府県の人口との相関を調べ
たところ、新採用教員率と各都道府県の
人口とは有意な差が認められた（R=0.46、 
p=0.01）。つまり、人口の多い都道府県は
新採用教員率が高くなることがいえる。し
かし、新採用教員率と各都道府県の全国学
力テスト偏差値との間には相関関係はみら
れなかった（R=0.18、p=0.22）。
（2）　各小学校に指導者が充足するまでの期間
　最短は大阪府の 2.56 年、最長は愛媛県
の 14.16 年であり、10 年以上の大きな差が
認められた（表 1）。新採用教員率が高い
その要因は何か。
3）　 1） 2）で得られたデータから、英語が
指導できる小学校教員の養成及び研修
に関する課題と大学の役割は何か。
　　　
3．研究の方法
　文科省のウェブサイトより都道府県の
データを求め、比較検討した。文科省によ
る統計（確定値）としては、2014 年度の
ものが現時点で最新であったため、「平成
26 年度学校基本調査」11）から全国の都道府
県別の教職員の数を求め、「平成 26 年度公
立学校教職員採用選考試験の実施状況につ
いて」12）から都道府県別の新採用者数を求
めた。その際、政令指定都市分の新採用者
数は所属都道府県に含めた。新採用者数と
総教職員数の比率は、その都道府県の教職
員の入れ替わりの程度を示しており、こ
れを「新採用教員率（%）」として求めた。
この新採用教員率に影響する因子を探す目
的で、2014 年度の各都道府県の人口13）及
び、各都道府県の小学校教育全体の質に影
響を与えるかを確認する目的で 2014 年度
実施の全国学力テストの都道府県別偏差
値14）との相関をピアソンの相関分析によ
り統計学的に分析した（巻末資料 1）。
　続いて、小学校で英語を専門的に指導す
ることができる教員について最低限必要な
人数の概算を試みた。その際、学級数が 1
学年に 1 学級（つまり全校で 6 学級）の場
合、3，4 年生で週 1 回、5、6 年生で週 2
回の合計 6 授業を担当する教員が必要とな
り、これらの時間を担当するのに担任を持
ちながら専科指導を行う教員 1 人が最低限
必要と考え、全校で 6 学級ごとに 1 人（例
えば 7 から 12 学級までは 2 人、13 から 18
学級であれば 3 人必要）として、最低限必
要な英語を指導できる教員の数を計算し
た。これも同じく、「平成 26 年度学校基本
調査」15）から学級数別（6 学級まで、7 か
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学級数と教員数の比率や、小規模校の数
等が影響し、最短の 2.56 年（大阪府）から
最長の 14.16 年（愛媛県）まで都道府県間で
10 年以上の大きな差が認められた（表 1）。
　ここで算出した値は、大学時代に全員が
小学校英語教育法を 1 コマ（30 時間）以
上履修していること、学級担任をしながら
自他のクラスの英語科や外国語活動を週 6
時間（3 年 1 時間＋ 4 年 1 時間＋ 5 年 2 時
間＋ 6 年 2 時間＝計 6 時間）担当できるこ
と、最も効率よく各小学校に配属されるこ
とを仮定して、単純に算出した最低限の期
間を示している。5、6 年生の各学級の担
任として、それぞれの英語科を担当するた
めには、期間は約 2 倍になる計算となる。
新採用教員の中には既卒者も多くおり、新
採用教員の全てが英語の指導をできるとは
限らない。現状では全ての新卒者が大学で
小学校英語指導法を履修しているとも限ら
ない。英語が苦手で指導したくないまたは
できない新採用教員についても数に入って
いる。加えて、今後の教員採用数について
は、少子化による学級数の減少による教員
定数の削減や、団塊世代の現職教員大量退
方が短期間で教員が各小学校に行き届きや
すいという結果であった。新採用教員率と
充足期間との間には、高い負の相関（R=
－0.917、p＜0.0001）が認められた。ただし、
完全に一致しているわけではなく、例えば
東京の新採用教員率は 3.65% で高い方から
17 番目に過ぎないが、充足年数は 3.08 年
と 5 番目に短かった。逆に、和歌山県は新
採用教員率が 4.22% と 4 番目に高いが、充
足年数は、3.33 年と 10 位であった（巻末
資料 3）。これは学級数と教員数の比率や、
小規模校の数が影響すると考える（巻末資
料 2）。
　充足までの期間に関しては、人口が多
い都道府県ほど短い傾向が認められた 
（R=－0.36、p=0.013）。尚、岡山県は 3.61
年で最低限必要な教員が充足されると計算
され、全国では 17 番目に短い期間であった。
5．考　　察
（1）大学で小学校英語教育法を学んだ学生が各
小学校へ行き渡るのに要する最低限の期間
　それぞれの都道府県における新採用教員
数と総教員数から算出した新採用教員率、
表 1　新採用教員率の上位 5 及び下位 5 都道府県の新採用教員率・
　　充足に必要な期間・総人口・全国学力テスト偏差値
※データは全て 2014 年度の統計による
都道府県 新採用
教員率
人口
（千人）
全国学力テスト
偏差値
充足に
必要な期間（年）
　データは全て2014 によ
1
2
3
4
5
43
44
45
46
47
大阪
埼玉
神奈川
和歌山
奈良
秋田
鹿児島
宮崎
岩手
愛媛
4.90 
4.69 
4.60 
4.22 
4.18 
1.03 
1.01 
0.99 
0.98 
0.96 
2.56 
2.69 
2.78 
3.33 
3.07 
13.16 
13.33 
13.63 
13.66 
14.16 
8,836
7,239
9,096
971
1,376
1,037
1,668
1,114
1,284
1,395
38.16
40.07
42.94
44.85
46.76
81.68
47.24
44.85
52.02
55.37
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役割は、それぞれの都道府県における小学
校教員養成課程をもつ大学が担えると考え
る。
　本研究では、2014 年度の公立学校教員
採用選考試験の調査データを使用して算出
したが、新採用教員数については年によっ
て変動があること、今後大幅な減少が予想
されることも考慮しなければならない。こ
の点についても、継続した年次ごとの追跡
が必要である。
（3）英語が指導できる小学校教員の養成
及び研修に関する課題と大学の役割
　2011 年に既に領域として必修化されて
いる外国語活動に関しても、小学校現場で
の対応は十分とは言いきれず、今まで英語
教育の経験がなかった小学校教員にとっ
て、自己の能力を省みて、必ずしも自信を
もって指導できる状態にはない。この解決
法として、1）現職教員の研修　2）小学校
英語教育指導法を受けた教員の採用　3）
外部からの指導者の非常勤としての導入　
という三つの方法が考えられる。2）に焦
点を当てた本研究から、小学校英語指導法
を学んだ新採用教員が各小学校現場に行き
渡る年数には地域差が大きいことがわかっ
た。小学校教員養成課程をもつ大学の職務
として、学生を教育することを通して、将
来、小学校での英語教育が可能な教員を育
成することは言うまでもないが、加えて、
現職教員研修にも積極的に携わっていくこ
とが求められる。特に、新採用教員が、配
属先の学校全体の英語教育を担っていく場
合、長年小学校現場で担当してきた教師と
の協調に関しても大学教員は配慮し、それ
を教員研修に含めることも必要であろう。
逆に、小学校現場で経験を積んでいる教員
のもつ知見を、教員養成の場に活かす機会
を設けることも有意義であると考える。
　文科省（2014）の「英語教育の在り方に
職の終了等によって、教員採用数の大幅な
減少が見込まれる。これらを考慮すると、
本研究で得られた結果よりもさらに長い期
間がかかることは明らかである。
　最も効率的かつ好条件のもとで、教員充
足のための最低期間を試算したにも関わら
ず、長期間を要することが明らかとなり、
東京オリンピック・パラリンピックが開催
される 2020 年までの指導体制整備の実現
のためには、早急に対策をしなければなら
ないことが示唆される。一方で、小学校現
場にはすでに十分な研修を受けて、英語教
育に専門的に関わっている教員や英語を得
意とする教員も増えてきている。この点に
ついても、今後、地域を限定した実態調査
を含む詳細なデータの収集と分析が必要で
ある。
（2）　都道府県による差異とその要因
　さらに深刻な課題は、各都道府県によっ
て顕著な差が認められることである。本研
究の結果からは、新採用教員率は人口の多
い都道府県ほど高く、そのために大学で小
学校英語指導法を学んだ教員が比較的短期
間で各学校に行き渡ることがわかった。そ
れは、英語教育にとっては望ましいことで
あるが、経験年数の少ない教員が多いとい
うことは、学習指導や学級経営上の問題も
起こりやすいのではないかと考えられる。
そこで、2014 年度実施の全国学力テスト
の偏差値との相関を調べたところ、結果で
述べた通り、データ上相関は認められな
かった。新採用教員が多いからといって、
その都道府県の学力が決して低いわけでは
ないことが分かる。義務教育である以上、
日本全国どこでも均質な教育が行われなけ
ればならず、特に英語教育に関して地域差
が大きいことは無視できない。以上から、
全国的に共通な課題と地域独自の課題があ
ることが示唆される。これらの課題解決の
34
伝わる英語絵本の読み聞かせデモンスト
レーション等が盛り込まれて、興味深い学
びの時間であった。このような機会を創出
することが、連携の第一歩となるのではな
かろうか。
　小学校英語教育法については、明確なガ
イドラインがなく、それぞれの担当教員が
先進校の取り組みやシラバスを参考にしな
がら工夫している状況である。義務教育と
しての均質な小学校英語教育がどうあるべ
きか、それを担う人材をどう育成するか、
質的な研究を深めなければならない。加え
て、英語教育を誰がどのように担うのか、
どれだけの教員が必要であるか、その教員
が実際の現場に届くまでどれだけの期間を
要するかについて把握することも、合わせ
て重要である。本研究において、この期間
は都道府県により大きな差があることがわ
かった。こうした差異を考慮しながら、各
地域に合わせた対策を実施し、日本全国で
均質で質の高い英語教育を行うという難題
に立ち向かわなければならない。
関する有識者会議　指導体制に関する小委
員会（第 3 回配布資料 2－1）」16）には、そ
れぞれの地域において、教育委員会が現場
と大学をつなぐ役割を担い、域内の状況や
ニーズ、学習指導要領の趣旨等について共
有し、効果的な研修を開発・実施する取り
組みのイメージが図 1 のように示されてい
る。これによると国による中央研修に参加
した「英語教育推進リーダー」が、地域に
おける教員の英語力・指導力向上を図る研
修プログラムを企画・実施するよう促され
ている。本学で開講している「外国語活動
教育法」においては、2015 年 9 月、昨年
中央研修を受講した英語教育推進リーダー
のお一人に、2 コマの特別講義をしていた
だいた。教育熱心でユーモア溢れる人柄に
よるところも大きいが、小学校で子どもた
ちの楽しく活動している様子が、学生によ
く伝わる非常に有意義な授業であった。ま
た、授業の至るところに、中央研修で学ん
だと推察できる理論や実践、例えば子ども
の発達段階に合わせた指導理論や、内容が
図１　地域における大学等と連携した英語指導力向上の取組
　　　―国による中央研修と関連付けた域内研修イメージ―
　　　文部科学省（2014）英語教育の在り方に関する有識者会議
　　　指導体制に関する小委員会（第 3 回）配布資料 2 － 1 より抜粋
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別部会、2015、「論点整理」
　 http://www.mext.go.jp/component/b_menu/
shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2015/09/24/ 
1361110_1.pdf（2015.9.28）
5） 同上：pp.42-44.
6） 文部科学省、2014、「平成 25 年度公立小・
中学校における教育課程の編成・実施
状況調査の結果について」
　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/
　_icsFiles/afieldfile/2014/03/26/1342497_02_1.pdf
　（2015.9.28）
7） 文部科学省、2015、「平成 26 年度公立
小学校における英語教育実施状況調査
の結果について」
　 http://www.mext.go.jp/component/a_menu/
education/detail/_icsFiles/afieldfile/2015/06/04/ 
1358566_01_1.pdf　（2015.9.28）
8） 文部科学省英語教育の在り方に関する
有識者会議、2014、「外国語活動の現状・
成果・課題」第 3 回配付資料（資料 3－2）
　 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/
shotou/102/shiryo/__icsFiles/afieldfile/2014/ 
05/01/1347389_01.pdf （2015.9.28）
9） 内野俊介、2015、「教員を志望する学生
は大学で何を学べるか―小学校外国語
活動の指導に関する講義の実態調査―」、
JES Journal, Vol.15：pp.83-94, 小学校
英語教育学会 .
10） 文部科学省中央教育審議会教育課程特
別部会：前掲書（4）
11） 文部科学省、2014、「平成 26 年度学校
基本調査（確定値）　学校基本調査、
平成 26 年度初等中等教育機関・専修
学校・各種学校《報告書掲載集計》」 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/
List.do?bid=000001055957&cycode=0 
（2015.9.28）
12） 文部科学省、2015、「平成 26 年度公立
学校教員採用選考試験の実施状況につ
いて」第 2 表：p.2．
6．まとめ
　本研究から、大学の小学校教員養成課程
で、早急に小学校の英語教育法を必修化し
たとしても、実際の小学校現場に行き渡る
には相当の期間が必要なことがわかった。
また、各都道府県により差異が大きいこと
も明らかとなった。
　大学においては、小学校英語教育を専門
とする専任教員が全ての小学校教員養成課
程をもつ大学に配属されているわけではな
く、小学校英語教育法の履修が必修とされ
ている大学も未だ少ない。中には小学校英
語指導法に関する科目自体がない大学も
ある。たとえ必修化されたとしても、1 科
目 30 時間の履修で、充実した指導が小学
校現場で自信をもってできるとは考えにく
い。小学校教員をめざす学生の中には英語
への苦手意識をもつ学生も多くいる。
　このように、指導者に焦点を絞って検討
しただけでも、小学校の英語教育充実のた
めの課題は山積している。だからこそ、教
育委員会、小学校現場、大学が協働しなが
ら、教員養成・研修といった教育面と、質
的・量的研究の両面から課題解決への道筋
を見つけ、継続的に取り組んでいかなけれ
ばならない。
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都道府県 新採用教員数　（小学校）※1
総教員数
（小学校）※2
新採用教員率
（％）※3
北海道 328 19,335 1.70
青森 53 4,921 1.08
岩手 50 5,093 0.98
宮城 256 7,957 3.22
秋田 37 3,581 1.03
山形 81 4,220 1.92
福島 117 7,201 1.62
茨城 255 10,158 2.51
栃木 246 6,977 3.53
群馬 136 6,961 1.95
埼玉 951 20,260 4.69
千葉 743 18,227 4.08
東京 1192 32,658 3.65
神奈川 1145 24,895 4.60
新潟 213 8,389 2.54
富山 119 3,651 3.26
石川 164 4,190 3.91
福井 71 3,169 2.24
山梨 70 3,186 2.20
長野 127 7,452 1.70
岐阜 260 7,391 3.52
静岡 357 11,457 3.12
愛知 966 23,170 4.17
三重 279 7,098 3.93
滋賀 215 5,316 4.04
京都 268 8,613 3.11
大阪 1333 27,215 4.90
兵庫 705 18,429 3.83
奈良 205 4,902 4.18
和歌山 160 3,794 4.22
鳥取 82 2,522 3.25
島根 48 3,219 1.49
岡山 272 7,276 3.74
広島 369 9,443 3.91
山口 189 5,131 3.68
徳島 88 3,162 2.78
香川 149 3,663 4.07
愛媛 50 5,197 0.96
高知 63 3,088 2.04
福岡 604 16,239 3.72
佐賀 84 3,344 2.51
長崎 68 5,472 1.24
熊本 163 6,990 2.33
大分 126 4,505 2.80
宮崎 41 4,140 0.99
鹿児島 75 7,402 1.01
沖縄 210 5,816 3.61
資料１　都道府県別　新採用教員率
※１　文部科学省「平成26年度公立学校教員採用選考試験の実施状況について
　　　第2表」より
※2　文部科学省「平成26年度学校基本調査（確定値）、学校基本調査、
　　　平成26年度初等中等教育機関・専修学校・各種学校《報告書掲載集計》」より
※3　新採用教員率＝新採用教員数／総教員数×100
都道府県別　新採用教員率
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都道府県
６学級
までの
学校数
(A)
１２学級
までの
学校数
(B）
１８学級
までの
学校数
(C)
２４学級
までの
学校数
(D)
３０学級
までの
学校数
(E)
３６学級
までの
学校数
(F)
４２学級
までの
学校数
(G)
４８学級
までの
学校数
（H)※1
英語教育に
最低限必要
な教員数※2
新採用
教員数
充足に
必要な
期間※3
北海道 341 324 312 99 31 4 1 0 2507 328 7.64
青森 95 116 67 27 4 0 0 0 656 53 12.38
岩手 131 130 49 26 7 1 0 0 683 50 13.66
宮城 67 140 109 56 19 6 0 1 1037 256 4.05
秋田 53 107 42 14 4 3 0 0 487 37 13.16
山形 72 114 40 29 11 1 0 0 597 81 7.37
福島 189 126 88 49 13 3 0 0 984 117 8.41
茨城 56 238 140 62 24 10 1 0 1387 255 5.44
栃木 101 117 100 39 18 3 0 0 899 246 3.65
群馬 33 111 100 60 15 3 0 0 888 136 6.53
埼玉 45 194 268 217 66 20 1 0 2562 951 2.69
千葉 53 281 226 159 78 17 4 1 2457 743 3.31
東京 82 400 524 238 46 5 0 0 3666 1192 3.08
神奈川 9 78 283 314 121 46 5 0 3186 1145 2.78
新潟 112 214 99 45 16 7 0 0 1139 213 5.35
富山 31 73 61 22 6 0 0 0 478 119 4.02
石川 53 70 60 31 11 0 0 0 552 164 3.37
福井 62 79 33 21 5 0 0 0 428 71 6.03
山梨 41 68 51 20 3 1 0 0 431 70 6.16
長野 41 141 100 45 36 6 2 0 1033 127 8.13
岐阜 70 116 110 52 21 2 0 0 957 260 3.68
静岡 115 108 111 99 53 19 3 0 1460 357 4.09
愛知 73 208 364 225 97 10 2 0 3040 966 3.15
三重 60 160 94 40 20 4 0 0 946 279 3.39
滋賀 18 81 52 37 21 15 2 0 693 215 3.22
京都 48 121 120 73 25 3 1 0 1092 268 4.07
大阪 17 204 375 264 115 24 12 1 3417 1333 2.56
兵庫 62 266 202 116 84 35 9 0 2357 705 3.34
奈良 11 60 64 42 20 4 1 1 630 205 3.07
和歌山 79 94 60 14 6 0 0 0 533 160 3.33
鳥取 18 56 42 15 2 0 0 0 326 82 3.98
島根 74 90 31 15 3 2 0 0 434 48 9.04
岡山 85 173 73 30 19 16 3 0 982 272 3.61
広島 88 177 111 65 41 9 2 0 1308 369 3.54
山口 104 91 51 34 23 3 0 0 708 189 3.75
徳島 33 101 31 15 5 1 0 0 419 88 4.76
香川 19 69 41 28 12 2 2 0 478 149 3.21
愛媛 91 102 50 34 17 7 0 0 708 50 14.16
高知 64 79 31 13 8 1 0 0 413 63 6.56
福岡 86 236 212 133 58 18 1 0 2131 604 3.53
佐賀 28 71 43 20 9 1 0 0 430 84 5.12
長崎 139 123 58 26 12 2 0 0 735 68 10.81
熊本 67 168 65 44 20 6 1 0 917 163 5.63
大分 96 98 51 23 8 5 0 0 607 126 4.82
宮崎 72 74 52 24 15 2 0 0 559 41 13.63
鹿児島 273 134 66 33 17 5 2 0 1000 75 13.33
沖縄 82 40 52 48 38 8 1 0 755 210 3.60
資料２　都道府県別　英語教育に最低限必要な教員の充足に必要な期間
　※1 文部科学省「平成26年度学校基本調査（確定値）、学校基本調査、平成26年度
       初等中等教育機関・専修学校・各種学校《報告書掲載集計》」より
※２　英語教育に最低限必要な教員数＝
　　　 A×1＋B×2＋C×3＋D×4＋E×5＋F×6＋G×7＋H×8
※3　充足に必要な期間＝
　　　 英語教育に最低限必要な教員数／新採用教員数
資 2 都道府県別　英語教育に最低限必要な教員の充足に必要な期間
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資料 3　都道府県別　新採用教員率・充足に必要な期間・総人口・全国学力テスト偏差値
都道府県 新採用教員率※1
充足に
必要な
期間（年）※2
人口
（千人）※3
全国学力テスト
偏差値※4
1 大阪 4.90 2.56 8,836 38.16
2 埼玉 4.69 2.69 7,239 40.07
3 神奈川 4.60 2.78 9,096 42.94
4 和歌山 4.22 3.33 971 44.85
5 奈良 4.18 3.07 1,376 46.76
6 愛知 4.17 3.15 7,455 39.59
7 千葉 4.08 3.31 6,197 48.68
8 香川 4.07 3.21 981 56.33
9 滋賀 4.04 3.22 1,416 37.68
10 三重 3.93 3.39 1,825 42.94
11 石川 3.91 3.37 1,156 75.46
12 広島 3.91 3.54 2,833 61.59
13 兵庫 3.83 3.34 5,541 49.16
14 岡山 3.74 3.61 1,924 44.85
15 福岡 3.72 3.53 5,091 44.85
16 山口 3.68 3.75 1,408 56.81
17 東京 3.65 3.08 13,390 57.29
18 沖縄 3.61 3.60 1,421 49.16
19 栃木 3.53 3.65 1,980 40.55
20 岐阜 3.52 3.68 2,041 43.42
21 富山 3.26 4.02 1,070 66.85
22 鳥取 3.25 3.98 574 49.16
23 宮城 3.22 4.05 2,328 41.5
24 静岡 3.12 4.09 3,705 52.98
25 京都 3.11 4.07 2,610 57.76
26 大分 2.80 4.82 1,171 53.46
27 徳島 2.78 4.76 764 45.81
28 新潟 2.54 5.35 2,313 56.81
29 佐賀 2.51 5.12 835 45.81
30 茨城 2.51 5.44 2,919 53.94
31 熊本 2.33 5.63 1,794 49.16
32 福井 2.24 6.03 790 72.11
33 山梨 2.20 6.16 841 41.03
34 高知 2.04 6.56 738 53.46
35 群馬 1.95 6.53 1,976 46.29
36 山形 1.92 7.37 1,131 42.94
37 長野 1.70 8.13 2,109 49.63
38 北海道 1.70 7.64 5,400 36.72
39 福島 1.62 8.41 1,935 44.85
40 島根 1.49 9.04 697 39.11
41 長崎 1.24 10.81 1,386 41.03
42 青森 1.08 12.38 1,321 67.33
43 秋田 1.03 13.16 1,037 81.68
44 鹿児島 1.01 13.33 1,668 47.24
45 宮崎 0.99 13.63 1,114 44.85
46 岩手 0.98 13.66 1,284 52.02
47 愛媛 0.96 14.16 1,395 55.37
本表は、資料１・２をもとに新採用教員率の高い順に上から並べている
※1　資料1より　　　※2 　資料2より
※3　総務省統計局「人口推計、年次2014年」より
※4　国立教育政策研究所「平成２６年度　全国学力・学習状況調査　調査資料」より
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